
○地方公共団体において、以下のような観光等地域資源の活用に
関する計画があり、かつ、当該区域の整備が都市のコンパクト化の
方針と齟齬がないと認められる区域

（１）歴史的風致維持向上計画
（２）観光圏整備実施計画
（３）文化観光拠点施設を中核とした地域における

文化観光の総合的かつ一体的な推進に関する計画 等

【要件①：コンパクトなまちづくりの推進】

【要件②：市街化区域等の外側における観光等地域資源の活用】

○次のいずれかの要件に該当する地区施行地区

○市町村において、立地適正化計画策定に向けた具体的な取組を
開始・公表しており、かつ、以下のいずれかの区域。

※ ピーク時間運行本数が片道で１時間当たり３本以上あるものに限る。

（１）市街化区域等内のうち、
鉄道・地下鉄駅※から半径1㎞の範囲内 又は
バス・軌道の停留所・停車場※から半径500mの範囲内の区域

（２）市町村の都市計画に関する基本的な方針等の計画において、
都市機能や居住を誘導する方針を定めている区域

－ただし、令和６年度末までに国に提出される都市再生整備計画に基づく事業に限り、立地
適正化計画策定に向けた具体的な取組を開始・公表していなくても、（１）の区域におい
て実施可能

ー立地適正化計画の策定に向けた具体的な取組を開始・公表している市町村には、都市構
造上の理由等（①市街化区域内の人口密度が４０人/ｈａ以上あり、当該人口密度が
統計上今後も概ね維持される、②都市計画区域に対する市街化区域の割合が２０％以
下等）により立地適正化計画によらない持続可能な都市づくりを進めている市町村を含む。

都市再生整備計画事業の概要
○市町村等が行う地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを総合的に支援し、

全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を
図ることを目的とする事業。

交付対象：市町村、市町村都市再生協議会
交付率：４０％（歴史的風致維持向上計画関連や脱炭素先行地域関連等、国の重要施策に適合するものについては交付率を４５％に引き上げ）

【基幹事業】
道路、公園、河川、下水道、地域生活基盤施設（緑地、広場、地域防災施設、再生可能エネルギー施設等）、
高質空間形成施設（歩行支援施設等）、高次都市施設（地域交流センター、観光交流センター等）、既存建造物活用事業、
土地区画整理事業、エリア価値向上整備事業 等

対象事業
○市町村が作成する都市の再生に必要な公共公益施設の整備等に関する計画（都市

再生整備計画）に基づき実施される以下の事業等

【提案事業】
事業活用調査、まちづくり活動推進事業（社会実験等）、地域創造支援事業（市町村の提案に基づくソフト事業・ハード事業）

地域優良賃貸住宅の整備 共同駐車場の整備 市街地再開発事業 駅前広場・歩行者デッキの整備

地域交流センターの整備

道路の整備公園の整備

下水道の整備

地域防災施設の整備

公営住宅の整備

歩行者空間の整備

土地区画整理事業

空き店舗活用事業

都市再生整備計画区域

にぎわい創出イベントの支援 コミュニティバス運行社会実験

河川の整備


